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第１ 保安林制度について 

 

 

 

 



１  保安林制度とは  
 

保安林制度は、水源のかん養、災害の防備及び森林レクリエーション活

動の場の提供等の森林の持つ公益的機能に着目し、特にこれらの機能を発

揮する必要がある森林を保安林として指定し、立木の伐採、土地の形質変

更行為等の規制により、その森林の適切な保全と森林施業を確保するもの

です。  

このため、保安林の転用は極力避ける必要がありますが、公益上の理由

があるなど、やむを得ず土地の形質変更等を行う必要がある場合は、保安

林の指定の解除（以下「解除」という。）が必要となります。 

 

保安林制度の体系  

 



２ 保 安 林 の 種 類 

保安林は、目的に応じて表１のとおり種類が定められています。 

また、保安林の指定・解除に関する権限は表２のとおりで、保安林の所在場

所によって取扱いが異なりますので注意してください。 

 

表１）保安林の種類                         

                                

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

森 林 法 上 の 指 定 目 的 保 安 林 の 種 類 

 第１号    水源のかん養   １  水源かん養保安林 

   

２    土砂の流出の防備  ２  土砂流出防備保安林 

 

  ３    土砂の崩壊の防備  ３  土砂崩壊防備保安林 

 

４       飛砂の防備  ４  飛砂防備保安林  

 

      

 

  ５   

  

  風害 

  水害 

 潮害 の防備 

  干害  

  雪害 

  霧害 

 ５  防風保安林 

 ６  水害防備保安林  

 ７  潮害防備保安林 

 ８  干害防備保安林 

 ９  防雪保安林 

１０ 防霧保安林 

  ６  なだれ の危険の防止 

落石 

１１ なだれ防止保安林 

１２ 落石防止保安林 

  ７      火災の防備 １３ 防火保安林  

 

  ８       魚つき １４ 魚つき保安林 

 

  ９    航行の目標の保存  

           

１５ 航行目標保安林   

          

１０    公衆の保健  １６ 保健保安林     

           

 １１ 名所又は旧跡の風致の保存 １７ 風致保安林 

 

 



表２）保安林の指定・解除の権限                   

                                    

    

 保 安 林 の 区 分 権限 受付機関 

  
 

民

  

 

有

 

 

林

  

 

   
 
 
   
第 １ ～ ３ 号
     
  

 

 

重 要 流 域

   

        

        

農 林 水 産 大 臣 

        

 
当該森林の所在市町村を

管轄する大分県各振興局

農山（漁）村振興部森林

管理班 

 

    

重要流域外 

        

大 分 県 知 事 

 

同上 

 

  

第 ４ 号 以 下  

     

大 分 県 知 事 

      

 

同上 

         

国 有 林 

  

農 林 水 産 大 臣 

 

林野庁所管国有林：九州

森林管理局各森林管理署 

 

林野庁所管以外の国有林

：当該森林の所在市町村

を管轄する大分県各振興

局農山（漁）村振興部森

林管理班 

 

 

注） 

１ 重要流域とは、２以上の都府県にわたる流域その他国土保全上又は国

民経済上特に重要な流域で農林水産大臣が指定するもの（森林法（以下

「法」という。）第25条第１項）をいう 

２ 当該森林が重要流域に該当するかは、表３を参照 

３ 「国有林」とは国が森林所有者である森林及び国有林野の管理経営に

関する法律（昭和26年法律第246号）第10条【分収造林契約の締結】第１

号に規定する分収林である森林をいい、「民有林」とは国有林以外の森

林をいう（森林法第２条第３項） 

４ 「国有林」のうち、林野庁所管国有林は本手引の対象外 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 転用による保安林の解除について 
 

 

 

 



１ 解除の要件 

１）解除要件の概要 

  保安林は、制度の趣旨からして森林以外の用途への転用を抑制すべきものであり、

転用のための解除に当たっては、極力森林の機能を維持していくための解除要件が

定められています。 

 

  転用による解除要件の概要フロー図 

 

※ 詳 細 は 「 森 林 法 に 基 づ く 保 安 林 及 び 保 安 施 設 地 区 関 係 事 務 に 係 る 処 理 基 準 に つ い

て 」 （ 平 成 12年 ４ 月 27日 付 け 12林 野 治 第 790号 農 林 水 産 事 務 次 官 通 知 ）  

 



２）解 除 の 方 針 

下記のいずれかに該当する場合は第１級地であり、公益上の理由でな

い場合は原則として解除できないので留意してください。 

ただし、公益上の理由であっても転用の態様、規模等からみて国土の

保全等に支障があると認められる場合は原則として解除できません。 

・  治山事業施行地（事業施行後10年（保安林整備事業、防災林造成事

業等により森林の整備を実施した区域にあっては事業施行後20年）

を経過し、かつ、現在その地盤が安定しているものを除く。） 

・ 傾斜度が25度以上のもの（局所的に25度以上の箇所が含まれる場

合を除く）その他地形、地質等からして崩壊しやすいもの 

・ 人家、校舎、農地、道路等国民生活上重要な施設等に近接して所

在する保安林であって、当該施設等の保全又はその機能の維持に直

接重大な関係があるもの 

・ 海岸に近接して所在するものであって、林帯の幅が150メ－トル

未満であるもの 

・ 保安林の解除に伴い残置し、又は造成されることとされたもの 

 

３）解 除 の 理 由 

  解除する場合の理由は次の２つのみであることに留意ください。

（下線部は転用による保安林解除に係るもの）  

①  指定の理由の消滅（法第 26条第１項、第 26条の２第１項）  

   ア  受 益 の 対 象 が 消 滅 し た と き  

   イ  自 然 現 象 等 に よ り 保 安 林 が 破 壊 さ れ 、 か つ 、 森 林 に 復 旧 す る

こ と が 著 し く 困 難 と 認 め ら れ る と き  

   ウ  当 該 保 安 林 の 機 能 に 代 替 す る 機 能 を 果 た す べ き 施 設 等 が 設 置

さ れ た と き 又 は 、 そ の 設 置 が 極 め て 確 実 と 認 め ら れ る と き 。  

   エ  森 林 施 業 を 制 限 し な く て も 受 益 の 対 象 を 害 す る お そ れ が な い

と 認 め ら れ る と き 。  

  ②  公益上の理由（法第 26条第２項、第 26条の２第２項）  

   ア  保 安 林 を 土 地 収 用 法 （ 昭 和 26年 法 律 第 219号 ） そ の 他 の 法 令

に よ り 土 地 を 収 用 し 若 し く は 使 用 で き る と さ れ て い る 事 業 の う

ち 、 国 等 （ 国 、 地 方 公 共 団 体 、 地 方 公 共 団 体 の 組 合 、 独 立 行 政

法 人 、 地 方 独 立 行 政 法 人 、 地 方 住 宅 供 給 公 社 、 地 方 道 路 公 社 及

び 土 地 開 発 公 団 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 実 施 す る も の 。  

   イ  国 等 以 外 の 者 が 実 施 す る 事 業 の う ち 表 ３ に 掲 げ る 事 業 に 該

当 す る も の 。  

ウ  ア 又 は イ に 準 ず る も の 。  



表３）国等以外の者が実施する事業

 



 
  

 

 

 

 

「 森 林 法 に 基 づ く 保 安 林 及 び 保 安 施 設 地 区 関 係 事 務 に 係 る 処 理 基 準 に つ い て 」 （ 平

成 12年 ４ 月 27日 付 け 12林 野 治 第 790号 農 林 水 産 事 務 次 官 通 知 ） 別 表 ４ 抜 粋  

 

地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 1 0  年 法 律 第 1 1 7  号 ） 第 2 2  条 の ２ 第 ３ 項 の 認 定 を 受 け た

者 が 当 該 認 定 に 係 る 同 条 第 １ 項 に 規 定 す る 地 域 脱 炭 素 化 促 進 事 業 計 画 に 従 っ て 行 う 同 法 第 ２ 条 第 ６

項 に 規 定 す る 地 域 脱 炭 素 化 促 進 事 業 （ 同 項 に 規 定 す る 地 域 脱 炭 素 化 促 進 施 設 で あ っ て 風 力 を 電 気 に

変 換 す る も の の 整 備 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ）  

3 1  



２ 解除の手続き 

１）保安林の確認 

 保安林であるかどうかは、登記事項証明書の地目だけでは判断できま

せん。 

 その土地の所在する市町村を管轄する大分県各振興局農山（漁）村振

興部森林管理班（以下「振興局」という。）にて確認してください。 

 なお、保安林の指定後に分合筆や国土調査が行われている場合には、

確認に時間を要することがあります。 

 

２）事前相談 

 県では解除の事務手続きの迅速化・簡素化を図るため、振興局におい

て解除の事前相談を受け付けています。 

事前相談では、位置図・区域図等の開発の概要がわかる資料を用意し

た上で、転用の目的、開発行為の態様及び規模等の対象事項や、解除の

要件に係る具体的な相談項目を示していただきます。 

口頭や資料提示等でただちに回答できる場合もありますが、農林水産

省への確認を要する場合は別途書面にて相談内容を記載いただきます。 

  事前相談は事業者の任意により行われるものですが、事務手続きを円

滑に進めるためにも実施することを推奨します。 

  

 ３）解除申請の流れ 

  次頁のフローのとおりです。以下に主な注意事項を示します。 

① 審査期間 

解除申請手続きには、相当の期間を要するので、時間的余裕をもって申請

するようにして下さい。なお、次の場合は県の審査終了後、学識経験者等

で構成された大分県森林審議会への諮問が必要なため、十分な余裕をもっ

て解除申請を行ってください。 

ア 法第26条及び法第26条の２の規定に基づく解除のうち、保安林の転用

を目的とするもので、その解除面積が１ヘクタール以上（国又は地方公

共団体によるものを除く）の場合 

ただし、将来、面積の拡大が予想される土石の採掘等については、区

域内に存在する保安林の総面積が１ヘクタール以上の場合 

  ② 分合筆 

   解除申請前に分合筆するのか、解除確定告示後に分合筆をするのか、慎重

な判断をお願いします。 

解除確定告示まで相当の期間が必要であることに十分留意願います。 

 

事例）保安林である地番Xの一部を道路用地にする計画で、地番Xの一部解除で申請書

を提出し、1年後に審査が終了して予定告示がなされたが、用地買収の関係で急遽分筆

が必要となり確定告示前に地番X-1、X-2に分筆した結果、確定告示が無効となり再度

解除申請書の作成から行うこととなった。 



保安林解除（転用）手続フロー（農林水産大臣権限の場合）   

 

 

保安林解除（転用）手続フロー（知事権限の場合）   

 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３    解除申請書の作成について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【目 次】 

 

１ 申請書の規格等 

 

２ 転用に係る保安林解除申請書類の編さん順序 

 

３ 図面の作成要領 

 

・事業計画書（様式Ⅰ） 

 

・代替施設計画書（様式Ⅱ） 

 

・保安林解除意見書（様式Ⅲ） 

 

・保安林解除及び土地使用承諾書（様式Ⅳ） 

 

・土捨場使用承諾書（様式Ⅴ） 

 

・委任状（様式Ⅵ） 

 

・代替保安林の指定申請書添付書類（様式Ⅶ、様式Ⅷ、参考様式） 

 

 

１ 申請書の規格等 

 

１）申請書は２の編纂順序に係る書類ごとに、電子データ（DocuWorks文書（拡張子xdw）

又はPDF形式）で振興局へ提出すること。 

 

２）電子データの原稿サイズはＡ３又はＡ４とする。 

 

３）電子データのファイル名は、編纂順序番号（数字2桁）_書類名とする。 

例：04_（２）事業計画図 

 

４）申請書の提出方法はメール又は電子記録媒体（CD-R、DVD-R）とし、電子記録媒体の

返却は行わない。 

 

５）紙媒体による申請書の提出を希望する場合は次のとおり振興局へ提出すること。 

 農林水産大臣権限に係る申請書等     正１通・副２通 

 知事権限に係る申請書等         正１通・副１通 

 

  



２ 転用に係る保安林解除申請書類の編さん順序 
 
 
編纂 
順序 

 
書    類 

 

 
留 意 事 項 

 
 
１ 
 
  
 

 
保安林解除位置図 
 
 

 
① 図面の名称・解除申請する森林の所在場所・方位・縮

尺・凡例を明示する。（以下の平面図において同じ） 
② 国土地理院発行の５万分の１地形図に解除申請地・周

辺保安林・受益範囲を記載する。 

 
２ 
  
 
 

 
保安林解除図 
 
 
 

 
① 原則として森林基本図を使用した実測図（縮尺1/500

～1/2000）。 
② 解除区域・事業区域・地番界・保安林界を明示し、解

除地の地番・地目・面積を朱書記載、その隣接地の地
番・地目を記載すること。 

 
 
３ 

 
保安林解除申請書 

 
第２号様式。 

 
４ 
  
  
 

 
事業計画書 
 
（１）事業等に要する資

金等に関する書類 
 
 
（２）事業計画図 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）現況写真 
 
 
 
 
 
（４）縦横断面図 
 
 
（５）土量計算書 
    
 
 
 
（６）土捨場位置図・土

捨場平面図・土捨

場容量計算書 
 
（７）面積計算図 
 
（８）面積計算書 
 
 
（９）工事工程表 

 
様式Ⅰ。次の書類を添付すること。  
 
※道路の場合不要 
 
 
 
① 解除区域、事業区域を明示し、事業施設の配置・工種

・数量等を明示すること。 
② 事業計画図と代替施設計画図は、同一の図面として差

し支えない。 
③ 残置又は造成する森林の配置が明確に判断可能である

こと。 
④ 事業計画書及び代替施設計画書と工種・数量等が整合

していること。 
 
① 全景及び部分とし、解除区域、事業区域及び保安林区

域を明示し、撮影位置及び撮影方向を記載した図面を
添付すること。 

② 公益上の理由による小規模転用の場合は、全景のみと
する。 

 
① 公益上の理由による小規模転用の場合及び道路の場合

は、標準断面図として差し支えない。 
 
① 切土、盛土及び残土のそれぞれの総量並びに残土処理

方法及び土捨場容量計算について記載した土量総括表
で可。 

※道路の場合不要 
 
① 位置図は土捨場と解除申請地の位置関係がわかる図

面。 
② 土捨場使用承諾書（様式Ⅴ）等を添付すること。 
※道路の場合不要 
 
 
 
① 面積計算図に表示することで差し支えない。 
 
 
① 事業計画書及び代替施設計画書の記載欄で不足する場



 合は添付すること。 
 
 ５ 

 
代替施設計画書 
 
（１）事業等に要する資

金等に関する書類 
 
（２）代替施設計画図 
 
（３）代替施設安定計算書 
 
 
 
 
（４）排水施設平面図 
 
（５）排水施設流量計算書 
 
 
 
 
（６）流出土砂貯留施設

平面図 
 
（７）流出土砂貯留施設

計算書 
 
 
 
（８）洪水調整施設等平

面図 
 
（９）洪水調整施設等計

算書 
 
 
（10）集水区域図 
 
（11）構造図 
 
 
（12）工事工程表 
 

 
様式Ⅱ。次の資料を添付すること。 
 
① ４（１）に同じ。 
 
 
① ４（２）に同じ。 
 
① とりまとめ表（箇所ごとに因子、計算値、安全率等及

び公式を記載すること。）についてのみ添付すること
として差し支えない。 

※道路の場合不要 
 
※道路の場合不要 
 
① とりまとめ表（箇所ごとに因子、計算値、安全率等及

び公式を記載すること。）についてのみ添付すること
として差し支えない。 

※道路の場合不要 
 
※道路の場合不要 
 
 
① とりまとめ表（箇所ごとに因子、計算値、安全率等及

び公式を記載すること。）についてのみ添付すること
として差し支えない。 

※道路の場合不要 
 
 
 
 
① とりまとめ表（箇所ごとに因子、計算値、安全率等及

び公式を記載すること。）についてのみ添付すること
として差し支えない。 

 
※道路の場合不要 
 
① 土工定規図を含む。 
※道路の場合不要 
 
① ４（９）に同じ。 

 
 ６ 
  
  
 

 
他法令等の許認可に係る
申請の状況を記載した書
類又は許認可証書の写し 
 

 
① 解除申請に係る事業又は代替施設の設置について許認

可を必要とする場合に限る。 
② 環境アセスメントの実施状況も含む。 
 

 
 ７  
 

 
申請者に関する資料 
 
（１）本人確認書類 

（法人） 
 

（法人でない団体） 
 
 

（個人） 
 
 
 

 
※国等は不要 
 
① 法人登記事項証明書。 
 
 
② 代表者の氏名並びに規約その他当該団体の組織及び運

営に関する定めを記載した書類。 
 
③ 住民票の写し、個人番号カード表面の写し又はこれら

に類するもので氏名及び住所を証する書類。 
 
 



（２）直接の利害関係者
の証書 

① （添付例） 登記事項証明書、土地売買契約書、固定
資産台帳証明、土地等に対する権限を有する証書 等 

② 申請者が直接の利害関係者でない場合、直接の利害
関係者から申請について委任されていることを証する
書類（様式Ⅵ）も提出すること。 

※道路の場合不要 
 

 
 ８ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
資力又は信用があること
を証する書類 
 
（１）資金計画書 
 
 
（２）資金の調達につい

て証する書類 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）法人の財務状況や

経営状況を確認で
きる書類 

 
（４）納税証明書 

 

 

（５）事業経歴書 
 
 

 
※国等の場合、当該事業に係る予算が確保できているこ
とを証する書類で省略可。 
 
※様式Ⅰ及び様式Ⅱに記載がある場合は不要。 
 
 
① 自己資金により調達する計画の場合は預金残高証明

書、融資により調達する計画の場合は、融資証明書 
等。 

② 融資決定が転用解除後となる場合等、当該書類が提出
困難な場合には、代替施設の設置等に係る部分の資金
の調達に係る預金残高証明書等とし、それも困難な場
合には金融機関から申請者への関心表明書を提出し、
着手前に融資証明書を提出すること。 

※国等又は高速道路関係企業が申請者の解除申請及び森
林法施行規則第５条に定める事業の解除申請の場合不要 
 
① 直近会計年度の貸借対照表、損益計算書 等。 
 
 
 
① 直近会計年度の法人税又は所得税、事業税、市町村

民税、固定資産税 等。 
 
 
 
 
 

 
９ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
必要な能力があることを
証する書類 
 
（１）建築業法許可証

（土木工事業） 
 
（２）事業経歴書 
 
（３）預金残高証明書 
 
（４）納税証明書 
 
 
（５）事業実施体制を示

す書類 
 
（６）規則第48条第２項

第１号及び第２号
の事業又は施設の
設置に係る施行実
績を示す書類 

 

 
※第２号様式施行体制欄に記載の「事業者」に係る事項 
※他の書類により事業等を実施するために必要な能力を

確認できる場合は省略可。 
 
 
 
 
 
 
 
① 直近会計年度の法人税又は所得税、事業税、市町村

民税、固定資産税 等。 
 
① 職員数、主な役員・技術者名 等。 
 
 
① 監督処分及び行政指導があった場合は、その対応状

況も含む。 
 
 



  
（７）申請時点で事業者

が決定していない
場合等当該書類を
提出することが困
難な場合に提出す
る資料 

 
① 事業者の決定方法、時期及び求める施行能力を記載

した書類。 
② 着手前に（１）～（６）を提出することを確約する

書類。 
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解除要件を備えているこ
とを確認できる書類 
 
（１）級地区分に係る書類 
 
（２）用地事情に係る書類 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）面積に係る書類 
 
 
 
 
 
（４） 実現の確実性に係

る書類 
 
（５） 利害関係者の意見 

 

 

 
 
 
 
① 当該地の傾斜度を測定した図面等。 
 
① 転用等に係る事業について具体的に示されている公的

土地利用計画がわかる書類。（災害復旧等緊急性のあ
る事業を除く。） 

② 必要に応じて、転用に係る事業が当該公的土地利用計
画に適合することを当該計画の策定者が認めたことを
証する書類。 

③ その土地以外に適地を求めることができないことを示
す書類。 

 
① 転用に係る土地の面積が、必要最小限度である根拠を

示す書類。 
② 転用に係る事業が他の法令や技術基準等に基づく必要

がある場合は、当該法令等。 
※事業計画書により確認できる場合は不要 
 
※事業計画書により確認できる場合は不要 
 
 
① 市町村長の意見書等（様式Ⅲ等）。 
② 直接の利害関係者の範囲を示す図面等。 
③ 直接の利害関係者の同意を得たことを証する書類又は

意向を把握することのできる書類（様式Ⅲ等）。 
④ 直接の利害関係者が多数に及ぶ場合や所有者が不明な

場合等は、事業等に係る説明会を開催した上で、地区
の代表者等の意見書等の添付で代替することもでき
る。 

※国等が事業者で「公益上の理由」によるものに係る保
安林解除申請の場合①～④は不要 

※市町村長が事業者である場合①は不要 
※道路の場合②～④不要 
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代替保安林指定申請書 
 
 
（１）保安林指定位置図 
 
 
 
（２）保安林指定調査図 
 
 
 
（３）受益対象調書 
 

 
代替保安林の指定が必要な場合のみ。第１号様式。次の
書類を添付すること。 
 
① 保安林解除位置図に準じて作成。 
② 国土地理院発行の５万分の１地形図に指定申請地・

周辺保安林・受益範囲（薄黄色着色）を記載する。 
 
① 保安林解除図に準じて作成。 
② 指定施業要件界、林相界、樹種を明示すること。 
③ 航空写真を背景とした図面を追加すること。 
 
① 指定位置図で示した受益範囲内の受益対象について 
記載した調書（様式Ⅶ）。 
 



 
 

 
（４）森林調査表 
 
（５）状況写真 
 
 
（６）他法令確認書類 
 
 
 
 
（７）保安林指定承諾書 
 
 
 
 
 
（８）登記事項証明書及

び字図 
 
（９）直接利害関係者同

意書 
 

 
① 森林の現況について調査した資料（様式Ⅷ）。 
 
① 林相ごとに１～２枚程度（指定除外地含む）及び撮

影位置・撮影方向を記載した図面。 
 
① 指定申請地に他法令による制限が存在する場合は、

当該制限により保安林の指定に問題がないことを証
する書類。 

 
 
① 指定申請地の森林所有者が保安林の指定に同意して

いることがわかる書類。 
② 指定申請地の登記された権利を有する者が保安林の

指定に同意していることがわかる書類。 
 
 
① 当該地番及び隣接地番の登記事項証明書及び字図。 
 
 
① 様式Ⅵ。申請者が直接利害関係者でない場合添付。 

 
※「小規模転用」とは、転用に係る保安林の面積が１ha以下で、土地の形質を変更する行為の

態様等が軽微である場合をいう。 
※「道路」とは、専ら道路の新設及び改良に係る保安林解除申請をいう。（高速自動車道は除

く。） 
 ※「国等」とは、国、地方公共団体、地方公共団体の組合、独立行政法人、地方独立行政法人、

地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開発公社をいう。 
 ※「高速道路関連企業」とは、成田国際空港株式会社、東日本高速道路株式会社、首都高速道

路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社及
び本州四国連絡高速道路株式会社をいう。  



３ 図面の作成要領 
 

 以下のとおり各図面の作成要領を示すが、全図面に共通して、次の事項を明示すること。 

１）図面の上部には、図面の名称、解除申請する保安林の所在場所、保安林種、要解除面

積を記載すること。 

２）１枚の図面で２種類以上の「明示すべき事項」が記載できる場合は、兼用できること

とし、図面の名称を列記すればよい。 

３）縮尺、方位、凡例をつけること。 

４）関係図面の相互間及び説明文書との整合性に留意すること。 

５）縮尺は標準的なものであり、適宜調整すること。 

６）図面に明示された事項については、適宜彩色し、各図面間での彩色は統一し、それぞ

れに凡例を記載すること。 

７）２以上の区域線等が重なって一部が表示されていない場合は、明示したとみなさない。 

  
（１）保安林解除位置図 

原則として国土地理院発行の５万分の１地形図を用い、次の事項について明示するとと

もに凡例をつけること。 

１）行政区界、事業区域界（青線で囲む。道路用地及び１ha未満解除申請の場合は不

要。）、解除申請区域（赤線で囲み、薄い赤色で塗りつぶすこと。ただし、道路用地の

場合及び図面上の大きさが6ｍ㎡未満の場合は、赤丸を記載すること。）、受益範囲（黄

色で薄く着色、道路に係る解除は不要）、他法令による規制区域及びその名称、解除申

請箇所周辺1万ha（20cm×20cm）程度にある保安林の種類別区域、土捨場箇所 

２）道路等継続事業の場合には「施工済区域（保安林の場合は解除告示年月日及び整理番

号を併記）」及び「計画区域」（それぞれの区間年度、延長等も記載） 

 
（２）保安林解除図 

原則として実測図とする。背景は森林基本図等の等高線入り地形図と白紙の２種類、縮

尺1/500～1/5000、次の事項を明示するとともに凡例をつけること。 

１）市町村界、大字・字界、地番界、保安林区域（赤線） 

２）事業区域界（青線で囲む）、解除申請区域（赤線で囲んだうえで、区域の内側に向け

て4mm間隔で2mm程度（適宜調整可）の赤線でハッチング） 

３）地番、地目（地目の頭文字を○で囲み１字で標記可） 

４）治山施設 

５）解除申請区域が地番区域の一部である場合は、解除申請区域の部分とそれ以外の部分

とを「○―○」の記号で結ぶこと。 

（注意事項） 

① ２の解除申請区域にはそれぞれ「解除申請区域（面積）」と赤字で記載すること。 

② ３の地番及び地目については、解除申請区域の含まれる地番（赤字）とその隣接地

番（黒字）のみ記載すること。 

③ 公図上の道路、水路はそれぞれ薄い茶色、薄い青色でそれぞれ着色すること。 

④ 地番等の判別が困難となる場合は、その部分について拡大図を作成すること。 
 
（３）事業計画図・代替施設計画図 
 原則として縮尺1/500～1/5000の実測図（等高線入り）を背景とし、次の事項を明示するこ

と。 

１）事業区域界（青線で囲む）、解除申請区域（保安林解除図に同じ）、保安林区域（赤

線） 

２）施設の配置及び名称等（各構造物、法面の位置・形状・小段、堰堤・擁壁・排水施設等

の位置） 

  ３）縦横断測点又は測線（縦横断図が必要な場合のみ） 

（注意事項） 

① 事業計画図と代替施設計画図を同一図面で作成する際のタイトルは【事業計画図兼



代替施設計画図】とすること。 

② 事業計画書及び代替施設計画書に記載の施設、数量と整合すること。 

③ 工種別（法面工、排水施設工 等）に色分けし凡例を付すこと。 

    ④ 構造物には種類及び規模等を表示するとともに、同種の構造物が複数ある場合は、

番号をつけること。 

 
（４）標準断面図 

原則として縮尺1/100～1/200とし、次の事項を明示すること。 

  １）地質又は土質別の切土勾配及び盛土勾配、小段の位置・幅及び間隔、擁壁及び法面の保

護施設、仕上り寸法、幅員、側溝（道路）、造成地盤高、勾配（宅地造成） 

  ２）事業区域（青）、解除申請区域（赤）、保安林界（赤）、及び余（裕）幅 

 
（５）縦断図 

原則として水平（縮尺1/500～1/2000）、垂直（縮尺1/100～1/400）とし、次の事項を明示

すること。 

  １）測点、区間距離、追加距離、地盤高、計画高、切土高、盛土高、勾配 

  ２）事業区域（青）、解除申請区域（赤） 

３）土石等の採掘にあっては、期別掘削断面及び採掘掘削量計算表 

 
（６）横断図 

原則として縮尺1/100～1/200とし、次の事項を明示すること。 

  １）測点、切土又は盛土高、現地盤線、計画地盤線及び勾配、各種構造物（擁壁及び法面保

護施設）、余幅 

  ２）事業区域（青）、解除申請区域（赤）、保安林界（赤） 

３）土石等の採掘にあっては、期別掘削断面及び採掘掘削量計算表 

 
（７）排水施設平面図 

原則として等高線入りの背景で、縮尺1/2000～1/5000とし、次の事項を明示すること。ただ

し、他の図面で説明できる場合は不要。 

１）集水区域界（色別）、集水区域番号、面積、排水施設の位置・記号又は番号・種類・形

状・内のり寸法、勾配、延長、水の流れの方向及び放流先の名称 

２）保安林界（赤）、事業区域界（青）、解除申請区域（保安林解除図に同じ） 

３）集水区域及び排水施設の記号又は番号は排水施設計算表と対照できるよう附する 

４）必要に応じて「工事中」と「工事後」に分けて作成 

 
（８）流出土砂貯留施設平面図 

原則として縮尺1/500～1/2000とし、次の事項を明示すること。 

  １）集水区域界（色別）、集水区域の番号及び面積、土砂流出防止施設（色別）の位置・記

号又は番号・種類、規模、貯砂量 

  ２）保安林界（赤）、事業区域界（青）、解除申請区域（保安林解除図に同じ） 

３）集水区域及び施設の記号又は番号は流出土砂貯留施設計算書と対照できるように附す 

   る。 

４）必要に応じて「工事中」と「工事後」に分けて作成 

 
（９）洪水調整施設平面図 

原則として排水計画平面図に準ずるものとし、他の図面で説明できる場合は不要。 

 
（10）集水区域図 

原則として等高線入りの背景で、縮尺1/2000～1/5000とし、次の事項を明示すること。 

１）事業区域（青）、解除申請区域（赤）、保安林界（赤） 

２）集水区域の番号及び面積 

３）集水区域内の主要な治山・治水・利水（取水）施設の位置 



（注意事項） 

  ①他の図面で確認できる場合は不要。 

  ②防災施設の設計根拠となる流域を区域分けし系統毎に番号及び面積を記載すること。 

 
（11）構造図 

原則として縮尺1/20～1/200とし、次の事項を明示すること。 

１）構造各部の仕上り寸法、材料の種類及び寸法、基礎工の材料及び寸法 

２）正面図、平面図、側面図、断面図及び配筋図等で図示 

 
（12）事業計画図に添付する現況写真 

原則として写真撮影位置図を添付することとし、次の事項を明示すること。 

１）全景及び近景の写真を適宜の枚数添付すること。（全景のみで良い場合を除く） 

２）事業区域（青）、解除申請区域（保安林解除図に同じ）、保安林界（赤）を記載する 

こと。



  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ その他参考 
 

 保安林解除の事務手続きについては、本手引のほか、以下の通知等に基づきま

すので、振興局へ確認のうえ手続きを行ってください。 

 

①森林法に基づく保安林及び保安施設地区関係事務に係る処理基準について（平

成12年４月27日付け 12林野治大790号農林水産事務次官通知） 

 

②保安林及び保安施設地区の指定、解除等の取扱いについて（昭和45年６月２日

付け45林野治大921号林野庁長官通知） 

 

③保安林の指定の解除に係る事務手続について（令和３年６月30日付け３林整治

第478号林野庁長官通知） 

 

④保安林の指定解除事務等マニュアルについて（令和３年９月30日付け３林整治

大993号林野庁治山課長通知） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考様式１

提出日：

住　所：

氏　名：

連絡先：

住　所：

氏　名：

国 ( ) 都道府県 市町村 法人 ( )

個人 ( 名 ) 財産区、共有等 ( 名 )

ha うち ha

保安林面積

□級地区分　□用地事情

□解除の要件について □面積　□実現の確実性

□利害関係者の意見

□代替施設、残置森林について

□申請書類の作成について

□その他( )

(必要により継紙等を使用)

□位置図　　□事業計画図　　□その他( )

※ 　各項目は、現時点における事業計画の具体化の程度に応じて可能な範囲で記載し、

必要により図面等の参考書類を添付すること。

字 番地

日年 月

事 業 計 画

森林所有者
保 安 林 の

大字

関係法令の
許認可状況

相 談 内 容

添 付 書 類

市

郡 村

転用の目的
保 安 林 の

区 域 面 積

事　前　相　談　申　出　書

対 象 項 目

町

所 在 場 所
保 安 林 の

事 業 者

相 談 者
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４　申請様式



　　農林水産大臣　○○（大分県知事　○○）　　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　

氏名　　　　　

 計

指定の解除の理由：　

施行体制：

２　森林の所在場所の記載は、不動産登記簿の表示と一致させること。

３　面積は、小数点以下第４位（小数点第５位以下切捨）まで記載すること。

１　国有地及び重要流域内の民有地で１号から３号（水源かん養、土砂流出防備、土砂崩壊防備）
　の保安林の解除は農林水産大臣あて、そのほかの保安林の解除は、知事あてとする。

（注意事項）

都道
府県

市郡 町村 大字 字 地番
台帳
(ha)

実測又は
見込み
(ha)

第２号様式（第４関係）

保 安 林 解 除 申 請 書

文　書　番　号　

年　  月　  日  

申請者
法人にあっては、名称

及び代表者の氏名

　次の森林について保安林の指定の解除をされたく、森林法第２７条第１項の規定により申請しま
す。

森　林　の　所　在　場　所     全　　面　　積 要解除実
測又は見

込
面積

(ha)

森林所有者の氏名
又は名称及び住所

備考
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６　全面積欄について、台帳は不動産登記簿の面積、実測又は見込は保安林の実測又は見込面積を
　記載すること。

７　指定の解除の理由は、分類（細分類）を記載した上で、詳細を具体的に記載すること。　

８　備考欄に保安林種を記載すること。

４　転用を目的として保安林の指定の解除を申請する場合において、規則第48条第２項第１号及び
　第２号の事業又は施設の設置（以下「事業等」という。）について環境影響評価法等に基づく環
　境影響評価手続を必要とするときには、備考欄にその手続の状況を記載すること。

５　転用を目的として解除を申請する場合は、施行体制を記載すること。施行体制については、事
　業等を実施する者（以下「事業者」という。）を記載するとともに、その事業者に事業等を実施
　するために必要な能力があることを証する書類を添付すること。なお、申請時において事業者が
　確定していない場合における当該事項の記入については、事業等に着手する前に必要な書類を提
　出することを誓約する書類等の提出をもってこれに代えることができる。

-28-



　　農林水産大臣　○○　　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 計

指定の解除の理由：　

第５号様式（第６関係）

保 安 林 解 除 協 議 書

文　書　番　号　

年　  月　  日  

大分県知事　○○

　次の森林について森林法第２６条の２第４項の規定により協議します。

森　林　の　所　在　場　所     全　　面　　積 要解除実
測又は見

込
面積

(ha)

森林所有者の氏名
又は名称及び住所

備考

都道
府県

市郡 町村 大字 字 地番
台帳
(ha)

実測又は
見込み
(ha)

２　面積は、小数点以下第４位（小数点第５位以下切捨）まで記載すること。

３　全面積欄について、台帳は不動産登記簿の面積、実測又は見込は保安林の実測又は見込面積を
　記載すること。

４　指定の解除の理由は、分類（細分類）を記載した上で、詳細を具体的に記載すること。　

５　備考欄に保安林種を記載すること。

（注意事項）

１　森林の所在場所の記載は、不動産登記簿の表示と一致させること。
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様式Ⅰ

  　           事　   業　   計   　画　   書
工　程

 転用の目的に 工　種 4月 6 8 10 12 2 4月 6 8 10 12 2 4月 6 8 10 12 2 備　考

 係る事業又は

 施設の名称  工事を開始

 当該事業を行  する予定の

 ない又は施設  日並びに

 を設置する者  当該工事の

 の氏名及び  工程及び

 住所  当該工事に   令和△△年△△ 月△△日　（保安林内　令和○○年○○月○○日）

 当該事業の用  より設置さ ※災害復旧等、申請時点で工事完了している場合は、完了日も記載

 に供するため  れる施設の 備　考

 当該保安林の  種類

 土地を選定し

 た理由

 申請面積

 について必要

 とする根拠

　別紙１及び別紙２のとおり

資金調達方法

  事業等に要 金額 備考

 する資金の            円 ※（保安林内）

 総額及びそ

 の調達方法 　　種　　　類  面　　　　　積

大　項　目  そ　の　他

円 ※（保安林内）

 参考となる

 事 業 等 に

 べき事項 用地の現況

 要  す  る 用　途

 経     費

計

構成比(%)

申　請　者　と

事業との関係

残 置 森 林 率 残置森林面積－若令林面積

及び  事業区域内の森林面積

森林率の計算

残置森林面積＋造成森林面積

計 事業区域内の森林面積

残置森林率＝ ×１００

※道路の新設若しくは改築又は畑地等の造成の場合であって、その土地利用の形態からみて森林を残置し又は造成
することが困難又は不適当である場合は記載不要

○年度 ○年度 ○年度

森　林　率＝ ×１００

転　　用　　後　　の　　用　　途　　別　　面　　積

計
(ha)

 構成比
(%)

種類及び名称

他　　　の　　　土　　　地　　　の　　　関　　　係

円

計

項　　　　　　目
員　　数 平均単価 金　　　　額 備　　考

中　項　目

※全体工程
は青、うち
保安林内工
程は赤のグ
ラフとする

工事開始予定日

種　　　類 規　　　模 構　　　造 所　　　在

他の法令による土地利用の制限
 備　考

(ha) 法　令　の　名　称 許 認 可 年 月 日

土地の使用権の
種類及び取得状

況

資金

総額
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 別紙　１

 面　積

 地　番

市　郡 町　村 大　字 字    ha

※　登記事項全部証明書及び字図を添付すること。

※　権利の取得状況を証する書類を添付すること。

合計

保 安 林 の 土 地 の

使 用 権 の 種 類 及 び そ の 取 得 状 況

所   在   場   所
土地を使用す 権利の取得状況 登記名義人 確  認

る権利の種類 （取得年月日） (現所有者) 方  法
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 別紙　２

 面　積

 地　番 る権利の種類 （取得年月日）

市　郡 町　村 大　字 字    ha

※　地目ごとの小計を記入すること

※　権利の取得状況を証する書類を添付すること。

権利の取得状況
土地所有者

合計

保 安 林 以 外 の 土 地 の

使 用 権 の 種 類 及 び そ の 取 得 状 況

所    在    場    所
 地目

土地を使用す
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様式Ⅱ

期別

事業計画書別紙１及び別紙２のとおり 工種 4月 6 8 10 12 2 4月 6 8 10 12 2 4月 6 8 10

金　　　額

円 ※（保安林内）

工事開始   令和△△年△△ 月△△日　（保安林内　令和○○年○○月○○日）

予 定 日 ※災害復旧等、申請時点で工事完了している場合は、完了日も記載

種　　類 備　考

大項目 中項目

円 円 ※（保安林内）

代 替 施 設

に 要 す る

その他参考 （１）代替施設安定計算書

経　　   費 検討結果

となるべき

（２）排水施設流量計算書

事　　　項 検討結果

（３）流出土砂貯留施設計算書

検討結果

（４）洪水調整施設等計算書

検討結果

計

※専ら道路の改良等により以下の書類の提出を要しない場合は、基本通知別紙「転用の
目的に係る事業又は施設の設置の基準」により検討結果を記載

備　　考

○年度 ○年度 ○年度

用　　　途 規　　　模 構　　　造 所　　　在

代 替 施 設 計 画 書

代替施設設
置の土地使
用権の種類
及び取得の
状況

備考

代替施設に
関する工事
を開始する
予定の日並
びに当該工
事により設
置される施
設の種類代替施設設

置に要する
資金及びそ
の調達方

法

資 金 総 額
調　 達 　方　 法

備　　考
種類及び名称

※全体工程
は青、うち
保安林内工
程は赤のグ
ラフとする

代替施設の
種類、規
模、構造及
び所在

項　　　目
員　数 平均単価 金　　　額
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様式Ⅲ

保 安 林 解 除 意 見 書

　下記に所在する保安林の解除については、異議ありません。

　　年　　月　　日

                                          住　　所

                                          氏　　名 印

連絡先　 電　話：

メール：

保安林解除申請者　○○　○○　殿

（農林水産大臣　○○　○○　殿（大分県知事　○○　○○　殿））

記

１．保安林の所在場所

２　保安林の種類　                                     ○○　保安林

３　要解除面積                                 　　　 ha

４　解除の理由　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　用地とするため

（注意事項）
　１　市町村長及び地区の代表者等の場合に本様式を使用すること。
　２　「３ 要解除面積」は、小数点以下第４位（第５位以下切捨）まで記載すること。
　３　個人において本人確認できる書類の提示があれば、連絡先を省略することができる。
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様式Ⅳ

保安林解除及び土地使用承諾書

　下記に所在する保安林を解除のうえ  ○○  用地として使用することに承諾します。

　　年　　月　　日

                                          住　　所

                                          氏　　名 印

連絡先　 電　話：

メール：

保安林解除申請者　○○　○○　殿

（農林水産大臣　○○　○○　殿（大分県知事　○○　○○　殿））

１．保安林の所在場所

２　保安林の種類　                                     ○○　保安林

３　要解除面積                                 　　　 ha

（注意事項）
　１　森林所有者及び登記した権利を有する者の場合は本様式を使用すること。
　２　「３ 要解除面積」は、小数点以下第４位（第５位以下切捨）まで記載すること。
　３　個人において本人確認できる書類の提示があれば、連絡先を省略することができる。

  

記
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様式Ⅴ

土捨場使用承諾書

　下記に所在する土地を　○○　事業用土捨場として使用することに承諾します。

　　年　　月　　日

                                          住　　所

                                          氏　　名 印

連絡先　 電　話：

メール：

保安林解除申請者　○○　○○　殿

（農林水産大臣　○○　○○　殿（大分県知事　○○　○○　殿））

１．所在場所

記

（注意事項）
個人において本人確認できる書類の提示があれば、連絡先を省略することができる。

  

２　面　　積                                  ha
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様式Ⅵ（委任状作成例）

委任状

（代理人）

住所

氏名

（委任事項）

以上

□土地所有者　　□森林所有者　□（　　　　）権者（自署）

                                          住　　所

                                          氏　　名 印

※本様式は申請者が直接利害関係者でない場合に、直接利害関係者から申請について委任を受けて

いることを証する書類として提出すること。

　私が所有する森林（市町村　大字　字　地番）に係る保安林（　指定　・　の指定の解除　）申
請に係る事務について

私は上記の者を代理人と定め、下記の事項について委任します。

記

年　月　日
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　　農林水産大臣　○○（大分県知事　○○）　　殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　

氏名　　　　　

 計

文　書　番　号　

申請者
法人にあっては、名称

及び代表者の氏名

備考

年　  月　  日  

  　指定の理由：　

（注意事項）

第１号様式（第４関係）

保 安 林 指 定 申 請 書

　次の森林について保安林の指定をされたく、森林法第２７条第１項の規定により申請します。

    全　　面　　積森　林　の　所　在　場　所

実測又は
見込み
(ha)

台帳
(ha)

都道
府県

市郡 町村

森林所有者の氏名
又は名称及び住所

１　国有地及び重要流域内の民有地で１号から３号（水源かん養、土砂流出防備、土砂崩壊防備）
　を目的にする指定の場合は農林水産大臣あて、そのほかの保安林の指定については知事あてと
　する。

大字 字 地番

２　森林の所在場所の記載は、不動産登記簿の表示と一致させること。

３　面積は、小数点以下第４位（小数点第５位以下切捨）まで記載すること。

要指定実
測又は見
込面積
(ha)
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森林の所在場所

事項 記　　　号 事項

　

字界 地番界

要指定地
の区域の
境界線

市郡界

町村界 大字界

・>－<・>－<・> －<・>－<・
都道府県

界

８　添付する森林の位置図及び区域図は、次の様式によること。

保　安　林　指　定　図

（赤　線）

記　　　号

　　県　　市郡　　町村　　大字　　字　　地番

（注意事項）
１　図面の縮尺及び方位を記載すること。
２　次の表の事項欄に掲げる事項については、同表の記号欄に掲げる記号を使用すること。
３　要指定地及びその隣接地について当該土地の地番及び地目を記載すること。
４　要指定地は赤色で薄く着色すること。

４　全面積欄について、台帳は不動産登記簿の面積を記載すること。

５　指定の理由は、具体的に記載すること。　

７　第２第１項第２号に該当する者が申請者である場合の添付書類は、直接利害関係者であること
　を証する書類、不動産登記簿、字図、登記された権利を有する者の保安林指定に係る承諾書及び
　他法令許認可関係書類（非農地証明書等）とする。
　　ただし、転用を目的とした保安林の指定の解除に伴う代替保安林の指定申請に係る添付書類
　は、様式アによること。

６　２以上の市町村が存在する場合は、市町村ごとに整理番号を附したうえで添付資料は市町村ご
　とに作成すること。
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様式Ⅶ

備考・記載例

人家 戸 整数

集落名 「人家」がある場合

田畑 ha 小数点第二位まで

国道 ｍ 整数

県道 ｍ 整数

市町村道 ｍ 整数

林道 ｍ 整数

その他 （例）浄水場１、工場１棟

既往の
被災状況

受益対象に係る被害について、そ
の発生時期、原因、形態（豪雨、
土石流、地すべり、崩壊等）、被害
程度（家屋流失、家屋全半壊、道
路崩落等）を記載する。
既往被害が無い場合は「無し」と
記載する。

受益対象
（※保安林
位置図に示
した受益範
囲内につい
て調査して

記入）

項目 入力セル

担当者 氏名：                　TEL：

受益対象調書

指定申請する森林の所在地

指定保安林種
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様式Ⅷ 自

至

市町村名
整理番号

要指定

台　帳 見　込 面積(見込) 権利の （大字、字、番地） 下層 育成 無立 治山事業 他の法令

㎡ ｈａ ｈａ 種　類 住所、氏名 植生 状況 木地 等の関係 との関係
降水量 樹種 林令 面積 疎密度 蓄積

森林調査表 調　　  査

調査者職氏名

※様式１～４を添付すること 年　月　日

森　　　林　　　調　　　査　　　結　　　果
伐
採
種

地
　
目大　字 字 地 番

全　　面　　積 森林所有者 地　　　　　　　　　　　況 そ　　の　　他

地質 土壌 傾斜 標高
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 様式１

市町村 大　字 字 地　番 (全地番有) (一部無) 地番 所有者名 同意見込 意　向

1

2

3

4

5

6

7

計

 保 安 林 指 定 同 意 書 の 有 無 の 確 認 表

番号
保安林指定予定森林の所在場所

保安林種
同意の有無 同意書のない地番の状況
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 様式２

農振法適

市町村 大　字 字 地　番 用の有無

計

保 安 林 指 定 地 の 現 況 地 目 の 確 認 表

番号
保安林指定予定森林の所在場所

保安林種 対象地番 登記簿地目 現況地目 備　　　考
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 様式３

登　　記

市町村 大 字 字 地 番 名 義 人 住　　　所 氏　　名
登記名義人
との続柄

 記入要領

 １．指定承諾書と登記名義人が異なる場合は、必ず添付すること。

 ２．森林所有者の確認方法欄は、「固定資産税納税通知書」等を記入すること。

森林所在地 現森林所有者

確認方法

森　林　所　有　者　確　認　表
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様式４

市町村名 大　字 字 地番

保安林指定除外地明細表

番号
保安林指定予定森林の所在場所 全面積

(ha)
要指定面積

(ha)
指定除外地
面積(ha)

指定除外の理由
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参考様式

  森林の所在：

住所

電話番号

登記名義人との関係（　　　　　　　　）

      　　大分県知事                  殿

　※ 登記名義人と森林所有者が異なる場合
登記名義人　氏名

〇　保安林指定された場合の行為制限及び指定施業要件を確認したうえで、当該地を
　保安林に指定することに承諾する。

〇　当該土地の権利を売買・譲渡・相続等する場合は、上記事項を譲受人に継承する。

氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

○　（森林所有者として承諾する場合）私が当該地の森林所有者で間違いなく、他者
　から異義意見があった場合は、私が責任をもって対応する。

□森林所有者    □登記名義人　　□登記名義人かつ森林所有者  □（　　　　）権者

　　　令和    年     月     日

※植栽指定がある地番は、伐採年度の翌年度から起算して２年以内に植栽の義務あり。

保　安　林　指　定　承　諾　書

　市町村　　　大字　　　　字　　　　番

　　・立木の伐採方法：   □皆伐    ・　□択伐    ・　□禁伐

【指定施業要件】

 　 ・更新の方法　　：   □植栽指定（地番　　　　　　　　　　　）

（注）
承諾書の記載にあたっては、保安林制度（特に行為制限）について理解したうえで、す

べての事項について記載すること。
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５　転用の目的に係る事業又は施設の設置の基準

※本基準に記載のない詳細基準については、別添の林地開発許可制度の手引第５章
によるものとする。
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第５章 審査基準及び技術的基準 

 

第２ 災害の防止に関する基準 

（１）土工関係 

１ 開発行為が原則として現地形に沿って行われること及び開発行為による土砂の移動量が必要最小

限度であること。 

一 開発行為の目的がスキー場の造成である場合は、次のア及びイによるものであること。 

ア スキー場の滑走コースの造成は、その利用形態からみて土砂の移動が周辺に及ぼす影響が比較

的大きいと認められるため、その造成に係る切土量は１ha当たりおおむね１，０００ｍ3以下で

あること。 

イ 滑走コースは、傾斜地を利用するものであることから、切土を行う区域はスキーヤーの安全性

の確保等やむを得ないと認められる場合に限るものとし、土砂の移動量を極力縮減するものであ

ること。 

二 開発行為の目的がゴルフ場の造成である場合は、ゴルフ場の造成に係る切土量及び盛土量は、そ

れぞれ１８ホール当たりおおむね２００万ｍ3以下であること。 

三 土量の配分計画等を立てる場合の土量変化率については、表－１の値を標準とする。 

 

表－１ 土量の変化率 

分類名称 
変化率Ｌ 変化率Ｃ 

主要区分 

礫質土 1.20 0.90 

砂質土及び砂 1.20 0.90 

粘性土 1.25 0.90 

岩塊・玉石、軟岩(Ⅰ)Ａ 1.20 1.00 

軟岩(Ⅰ)Ｂ 1.30 1.15 

軟岩(Ⅱ) 1.50 1.20 

中硬岩 1.60 1.25 

硬岩(Ⅰ)(Ⅱ) 1.65 1.40 

※令和４年度治山林道必携 － 積算・施工編（日本治山治水協会）上巻より引用 

注）Ｌ＝ ほぐした土量(ｍ3) ／ 地山の土量(ｍ3) 

Ｃ＝ 締固め後の土量(ｍ3) ／ 地山の土量(ｍ3) 

 

２ 工法等は、次の各号によるものであること。 

一 切土は、原則として階段状に行う等、法面の安定が確保されるものであること。 

二 盛土は、必要に応じて水平層にして順次盛り上げ、十分締固めが行われるものであること。 

三 土石の落下による下方斜面等の荒廃を防止する必要がある場合には、柵工の実施等の措置が講じ 

られていること。 

四 大規模な切土又は盛土を行う場合には、融雪、豪雨等により災害が生ずるおそれのないように工

事時期、工法等について適切に配慮されていること。 

３ 切土は、次の各号によるものであること。 
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一 法面の勾配は、地質、土質、切土高、気象及び近傍にある既往の法面の状態等を勘案して、現地

に適合した安定なものであること。 

二 土砂の切土高が１０ｍを超える場合には、原則として高さ５ｍないし１０ｍごとに小段が設置さ

れるほか、必要に応じ排水施設が設置される等、崩壊防止の措置が講じられていること。 

三 切土を行った後の地盤に滑りやすい土質の層がある場合には、その地盤に滑りが生じないように

杭打ちその他の措置が講じられていること。 

四 地山の土質に応じた切土の法面勾配は、表－２の値を標準とする。 

 

表－２ 切土に対する標準法面勾配 

地 山 の 土 質 切土高 勾 配 

硬岩   1:0.3 ～ 1:0.8 

軟岩   1:0.5 ～ 1:1.2 

砂 密実でない粒度分布の悪いもの  1:1.5 ～ 

砂質土 

密実なもの 
５ｍ以下 1:0.8 ～ 1:1.0 

５～10ｍ 1:1.0 ～ 1:1.2 

密実でないもの 
５ｍ以下 1:1.0 ～ 1:1.2 

５～10ｍ 1:1.2 ～ 1:1.5 

砂利または岩塊

混じり砂質土 

密実なもの、または粒度分布の 

よいもの 

10ｍ以下 1:0.8 ～ 1:1.0 

10～15ｍ 1:1.0 ～ 1:1.2 

密実でないもの、または粒度分布

の悪いもの 

10ｍ以下 1:1.0 ～ 1:1.2 

10～15ｍ 1:1.2 ～ 1:1.5 

粘性土  10ｍ以下 1:0.8 ～ 1:1.2 

岩塊または玉石

混じりの粘性土 
 

５ｍ以下 1:1.0 ～ 1:1.2 

５～10ｍ 1:1.2 ～ 1:1.5 

※道路土工 － 切土工・斜面安定工指針 平成21年度版（日本道路協会）より引用 

 

４ 盛土は、次の各号によるものであること。 

一 法面の勾配は、盛土材料、盛土高、地形、気象及び近傍にある既往の法面の状態等を勘案し

て、現地に適合した安全なものであること。盛土高がおおむね１．５ｍを超える場合には、勾配

が３５度（1:1.43）以下であること。 

二 １層の仕上がり厚は、３０㎝以下とし、その層ごとに締固めが行われるとともに、必要に応じ

て雨水その他の地表水又は地下水を排除するための排水施設の設置等の措置が講じられているこ

と。 

三 盛土高が５ｍを超える場合は、原則として５ｍごとに小段が設置されるほか、必要に応じて排水

施設が設置される等、崩壊防止の措置が講じられていること。 

四 盛土が滑り、緩み、沈下し、又は崩壊するおそれがある場合には、盛土を行う前の地盤の段切り、

地盤の土の入替え、埋設工の施工、排水施設の設置等の措置が講じられていること。 

五 盛土材料に応じた盛土の法面勾配は、表－３の値を標準とする。 
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表－３ 盛土材料及び盛土高に対する標準法面勾配の目安 

盛土材料 盛土高 勾 配 

粒度の良い砂、礫及び細粒分混じり礫 
５ｍ以下 1:1.5 ～ 1:1.8 

５～15ｍ 1:1.8 ～ 1:2.0 

粒度の悪い砂 10ｍ以下 1:1.8 ～ 1:2.0 

岩塊（ずりを含む） 
10ｍ以下 1:1.5 ～ 1:1.8 

10～20ｍ 1:1.8 ～ 1:2.0 

砂質土，硬い粘質土，硬い粘土（洪積層の

硬い粘質土，粘土，関東ローム等） 

５ｍ以下 1:1.5 ～ 1:1.8 

５～10ｍ 1:1.8 ～ 1:2.0 

火山灰質粘性土 ５ｍ以下 1:1.8 ～ 1:2.0 

※道路土工 － 盛土工指針 平成21年度版（日本道路協会）より引用 

 

５ 捨土は、次の各号によるものであること。 

一 捨土は、土捨場を設置し、土砂の流出防止措置を講じて行われるものであること。この場合にお

ける土捨場の位置は、急傾斜地、湧水の生じている箇所等を避け、人家又は公共施設との位置関係

を考慮の上、設定されているものであること。 

二 法面の勾配の設定、締固めの方法、小段の設置、排水施設の設置等は、盛土に準じて行われ、土

砂の流出のおそれがないものであること。 

６ 補強盛土に関する技術的な基準については、次の基準によるものとする。 

  一 ジオテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュアル （一般財団法人 土木研究センター） 

 

（２）擁壁，法面関係 

１ 次の各号による場合には、擁壁の設置、その他の法面崩壊防止の措置を講ずること。ただし、土質

試験等に基づき地盤の安定計算を行い、法面の安定を保つために擁壁等の設置が必要でないと認めら

れる場合は、この限りでない。 

一 切土、盛土又は捨土を行った後の法面の勾配が、（１）土工関係によることが困難、若しくは適

当でない場合。 

二 開発区域が住宅又は公共施設に近接し、かつ、次のア又はイに該当する場合。 

ア 切土により生ずる法面の勾配が３０度（1:1.73）より急で、かつ、高さが２ｍを超える場合。

ただし、硬岩盤である場合又は次の①、②のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

① 土質が表－４の土質の欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた法面の勾配が同表の擁

壁等を要しない勾配の上限の欄に掲げる角度以下のもの。【図１～図３のａの領域】 

② 土質が表－４の土質の欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた法面の勾配が同表の擁

壁等を要しない勾配の上限の欄に掲げる角度を超え、同表の擁壁等を要する勾配の下限の欄に

掲げる角度以下のもので、その高さが５ｍ以下のもの。【図１～図３のｂの領域】 

この場合において、①に該当する法面の部分により上下に分離された法面があるときは、①

に該当する法面の部分は存在せず、その上下の法面は連続しているものとみなす。【図４】 

イ 盛土により生ずる法面の勾配が３０度より急で、かつ、高さが１ｍを超えるもの。【図５】 
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図１ 軟岩（風化の著しいものを除く）の場合      図２ 風化の著しい岩の場合 

 

 

図３ 砂利、真砂土、硬質粘土 

その他これに類するもの 

  

 

図４                     図５ 

 

法面Ｂが表－４の中欄の角度以下に該当し、法面Ａと 

Ｃの勾配が①もしくは②に該当しない場合にあっては、 

法面の高さはｈａ＋ｈｃとして算出する。 

 

表－４ 

土 質 
擁壁等を要しない 

勾配の上限 

擁壁等を要する 

勾配の下限 
参考図 

軟岩（風化の著しいものを除く） ６０°（1:0.57） ８０°（1:0.18） 図１ 

風化の著しい岩 ４０°（1:1.19） ５０°（1:0.84） 図２ 

砂利、真砂土、硬質粘土、 

その他これに類するもの 
３５°（1:1.43） ４５°（1:1.00） 図３ 

 

２ 擁壁の構造は、次の各号によるものであること。 

一 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 
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二 土圧等によって擁壁が滑動しないこと。 

三 土圧、水圧及び自重（以下「土圧等」という。）によって擁壁が破壊されないこと。 

四 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

五 擁壁には、その裏面の排水を良くするため、適正な水抜き穴が設けられていること。 

六 高さ８ｍを超える擁壁については、地震荷重を安定計算に用いる荷重に加えるものとする。 

 

表－５ 擁壁の安定条件（補強土壁等を除く） 

項 目 
安 全 率 

壁高（８ｍ以下） 壁高（８ｍ超） 

一 転倒 １．５以上 １．２以上 

二 滑動 １．５以上 １．２以上 

合力の作用位置※ 
ｅ≦Ｂ／６ 

（擁壁底版中央の底版幅1/3の範囲内） 

ｅ≦Ｂ／３ 

（擁壁底版中央の底版幅2/3の範囲内） 

三 破壊 
合力の作用位置の条件を満たせば

安定 

許容応力度の１．５倍以内 

四 支持力（沈下） ３．０以上 ２．０以上 

※ ｅ＝偏心距離、Ｂ＝擁壁の底版幅 

  注）補強土壁等の擁壁の安定計算は、別途考慮すること。 

 

３ 補強土壁に関する技術的な基準については、次の各号の基準によるものとする。 

  一 多数アンカー式補強土壁工法設計・施工マニュアル   （一般財団法人 土木研究センター） 

  二 ジオテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュアル（ 同上 ） 

  三 補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工マニュアル  （ 同上 ） 

４ 法面保護の措置は、次の各号によるものであること。 

一 植生による保護（実播工、伏工、筋工、植栽工等）を原則とし、植生による保護が適さない場合

又は植生による保護だけでは法面の侵食を防止できない場合には、人工材料による適切な保護（吹

付工、張工、法枠工、柵工、網工等）を行い、工種は、土質、気象条件等を考慮して決定され、適

期に施行されるものであること。 

二 表面水、湧水、渓流等により法面が侵食され又は崩壊するおそれがある場合には、排水施設又は

擁壁の設置等の措置が講じられるものであること。この場合における擁壁の構造は、２項の各号に

よるものであること。 

 

（３）えん堤又は沈砂池_解）等関係 

１ えん堤等の容量は、次の各号の規定により算定された開発区域からの流出土砂量を貯砂し得るもの

であること。 

一 開発行為の施行期間中における流出土砂量は、開発区域１ha当たり１年間に、特に目立った表面

侵食のおそれが見られない場合では２００ｍ3、脆弱な土壌で全面的に侵食のおそれが高い場合で

は６００ｍ3、それ以外の場合では４００ｍ3とするなど、地形、地質、気象等を考慮の上、表－６

の値を標準として適切に定めるものとする。 

二 開発行為の終了後において、地形、地被状態等からみて、地表が安定するまでの期間に相当量の

土砂の流出が想定される場合には、表－６の値により積算すること。  
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表－６ １ｈａ当たりの１年間の流出土砂量 

区 分 裸 地 草 地 林 地 

開発行為の期間中 
４００ｍ3（標準的な箇所） 

２００ｍ3 ～ ６００ｍ3 １５ｍ3 １ｍ3 

開発行為の終了後 ２０ｍ3 

 

２ えん堤等の設置箇所は、極力土砂の流出地点に近接した位置であること。 

３ えん堤等の構造は、次の各号によるものであること。 

一 コンクリートダム_解）及び中詰め構造のダム_解）（ダブルウォール等）については、治山技術基準

（昭和４６年３月３日付け４６林野治第６４８号林野庁長官通知）及び次のア～オによるものであ

ること。 

ア 設置位置等 

  ダムの位置は、地盤支持力の不足によるダムの沈下、越流水等による下流のり先の洗掘及び渓

岸侵食によるダムの破壊防止のため、渓床及び両岸に堅固な地盤が存在する位置であること。 

なお、やむを得ず地盤支持力の小さな砂礫層等の箇所に計画しなければならない場合には、ダ

ムの安全のために、その渓床の地盤の状況に応じて、基礎地盤の処理や下流のり先の洗掘防止等

の措置が講じられていること。 

イ ダムの袖部 

  袖の突込みの深さは、地盤の不均質性、風化の速度等を考慮して安全な深さとなるよう定めら

れたものであること。また、袖の両岸取付部は、風化作用及び流水等の侵食によって、ダムの破

壊の原因となりやすいので、間詰め等で十分保護すること。 

ウ 重力式ダム_解）の安定計算に用いる荷重 

安定計算に用いる荷重は、原則として堤体の自重、静水圧及び堆砂圧であること。 

ただし、堤高が１５ｍ以上のダムで、安定計算に用いる荷重が自重、静水圧及び堆砂圧のみで

設計された断面では、地震荷重等が作用した際に不安定となる場合には、地震時慣性力、地震時

動水圧及び揚圧力を加えるものとする。 

 

表－７ ダムの安定計算に用いる荷重の組合せ 

堤 高 設 計 荷 重 

１５ｍ未満 自重・静水圧・堆砂圧 

１５ｍ以上 
自重・静水圧・堆砂圧 

地震時慣性力・地震時動水圧・揚圧力 

 

エ ダムの断面は、次の条件の全てを満たすものであること。 

また、中詰め構造のダムについては、構造部材の強度検討等が適切に行われていること。 

① 転倒に対する安定 

  堤体が転倒を引き起こさないこと。 

② 滑動に対する安定 

  堤体が滑動を引き起こさないこと。 

③ 堤体の破壊に対する安定 

  堤体の最大応力に対して破壊を引き起こさないこと。 
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④ 基礎地盤に対する安定 

  堤体の最大応力に対して基礎地盤の許容支持力が十分であること。 

 

表－８ ダムの安定条件 

項 目 安 全 率 

① 転倒 １．０以上 

② 滑動 １．０以上 

合力の作用位置 ※ 原則としてｅ≦Ｂ／６ 

③ 破壊 合力の作用位置の条件を満たせば安定 

④ 基礎地盤 長期荷重の場合 ３倍（常時） 

短期荷重の場合 ２倍（地震時など） 

（中詰め構造のダム） 

中詰材のせん断変形 

構造部材の安定性 

 

１．２以上 

使用する製品の仕様に応じて検討 

※ ｅ＝偏心距離、Ｂ＝堤底幅 

 

オ ダムの基礎部 

① 基礎地盤 

  ダムの基礎地盤は、十分な支持力及び摩擦抵抗力を有するとともに、ダム下流側の洗掘、パ

イピング等による破壊に対しても安全なものであること。 

② 基礎の根入れ 

基礎部は、地盤の不均質性（特に砂礫層等）及び長年の風化作用によって不安定化し、また、

洪水時等には下流のり先が洗掘されて、ダムの破壊の原因となりやすいことから、根入れの深

さは、これらを勘案して適切に定められたものであること。 

③ 間詰め 

堤体と掘削面の間は、掘削面の風化及び崩落が生じないように、コンクリート等で間詰めす

る等の措置が講じられていること。 

④ 基礎の処理 

基礎地盤が十分な強度を得られない場合には、その状況に応じて必要な基礎処理が講じら

れていること。 

⑤ 洗掘防止 

ダムの下流のり先が洗掘されるおそれがある場合には、副ダム、水叩き、これらを併設する

等の洗掘防止措置が講じられていること。なお、副ダムの構造は、本ダムに準ずるものである

こと。 

二 フィルダム_解）に関する技術的な基準については、次の基準によるものとする。 

   ア 防災調整池等技術基準(案)解説と設計実例 （公益社団法人 日本河川協会） 

 

（４）排水施設関係 

１ 排水施設の断面は、計画流量の排水が可能になるように余裕を持って定められていること。 

また、土砂等の堆積による通水断面の縮小を考慮して、設計上は、２項の三号「流量の算定」の計

算に用いる水深に対して少なくとも２０％の余裕をみておくこととし、安全率は次のとおりとする。 
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・満流による流量計算の場合    安全率１．２以上 

・８割水深による流量計算の場合  安全率１．０以上 

なお、流量計算の手法として、満流で計算した排水量の８割を８割水深による流量計算の排水量と

して採用しても差し支えないものとする。 

２ 計画流量等の算定は、次の各号によるものとする。 

一 雨水流出量の算定（合理式：ラショナル式） 

原則として次式により算出されていること。ただし、降雨量と流出量の関係が別途高い精度で

求められている場合には、単位図法等によって算出することができる。 

Ｑ＝ １／３６０ × ｆ × ｒ × Ａ 

Ｑ：雨水流出量（ｍ3／sec）＝ピーク流量 

ｆ：流出係数 

ｒ：設計雨量強度（㎜／hr） 

Ａ：集水区域面積（ha） 

二 流速の算定（マニング式） 

Ｖ＝ １／ｎ × Ｒ2/3 × Ｉ1/2 

Ｖ：流速（ｍ／ｓ） 

ｎ：粗度係数（表－１３の標準値を標準とする） 

Ｒ：径深＝Ａ／ｑ（ｍ） 

ｑ：潤辺長（水路断面において、水が周囲の壁や底面と接する長さ） 

Ｉ：水路勾配（分数又は小数） 

三 流量の算定 

Ｑ＝ Ａ × Ｖ 

Ｑ：流量（ｍ3／sec） 

Ａ：流積（㎡）※流水断面積 

Ｖ：流速（ｍ／sec） 

  

 

３ 流出係数は、表－９を参考にして定められていること。浸透能は、地形、地質土壌等の条件によ

って決定されるものであるが、同表の区分の適用については、おおむね、山岳地は浸透能小、丘陵

地は浸透能中、平地は浸透能大とすること。 

なお、地表が太陽光パネル、アスファルト、コンクリート、モルタル等の不浸透性の材料で覆わ

れる箇所については、表－９によらず、流出係数を原則１．０とする。ただし、当該箇所の割合が

小さい場合には、その割合に応じて０．９～１．０の範囲内で定めるものとする。 

また、山岳地、丘陵地、平地の区分については、次式及び表－１０により求めることができるも

のとし、ｉの値は開発区域内で平均的と判断される箇所において、代表値を定めて差し支えないも

のとする。 

ｉ＝〔（集水斜面最高標高）－（集水斜面最低標高）〕／最高標高～最低標高の区間距離 
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表－９ 流出係数 

地表状態区分 浸透能 小 浸透能 中 浸透能 大 

林 地 ０．６ ～ ０．７ ０．５ ～ ０．６ ０．３ ～ ０．５ 

草 地 ０．７ ～ ０．８ ０．６ ～ ０．７ ０．４ ～ ０．６ 

耕 地 － ０．７ ～ ０．８ ０．５ ～ ０．７ 

裸 地 １．０ ０．９ ～ １．０ ０．８ ～ ０．９ 

 

表－１０ 地形区分 

地形区分 急峻（山岳地） 斜面（丘陵地） 平地 

ｉの値 0.58以上 0.27以上0.58未満 0.27未満 

※大分県治山技術基準細則（設計・積算編）－ 通達集 より引用 

参考図① 急峻（ｉの値0.58以上）の場合     参考図② 斜面（ｉの値0.27以上0.58未満）の場合 

         

 

４ 設計雨量強度は、「大分県確率降雨強度式（令和４年改定版：大分県土木建築部河川課）」を参

考として用いることとし、表－１１の単位時間内の１０年確率で想定される雨量強度とされている

こと。 

ただし、人家等の人命に関わる保全対象が事業区域に隣接している場合など、排水施設の周囲に

いっ水した際に保全対象に大きな被害を及ぼす事が見込まれる場合については、２０年確率で想定

される雨量強度を用いるほか、水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条第１項第４号ロ又は

土砂災害防止法第８条第１項第４号に規定する要配慮者利用施設等の災害発生時の避難に特別の配

慮が必要となるような重要な保全対象がある場合は、３０年確率で想定される雨量強度を用いるこ

と。 

 

表－１１ 単位時間              表－１２ 雨量強度の確率年 

流域面積 単位時間  施設区分 確率年 

５０ｈａ以下 １０分  排水施設 １０年～（３０年）※1 

１００ｈａ以下 ２０分  洪水調整池 ３０年 （５０年）※2 

５００ｈａ以下 ３０分  余水吐 ２００年      ※3 

※1（４）排水施設関係の４項を参照 

※2（５）洪水調整池関係（災害の防止）の３項の一号及び 

第３「水害の防止に関する基準」の（１）の２項の一号を参照 

※3（５）洪水調整池関係（災害の防止）の５項を参照 
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表－１３ マニングの粗度係数 

水路の形式 水路の状況 ｎの範囲 ｎの標準値 

カルバート 

現場打ちコンクリート 

コンクリート管 

コルゲートメタル管（１形） 

〃    （２形） 

〃    （ペービングあり） 

塩化ビニル管 

コンクリート２次製品 

 0.015 

0.013 

0.024 

0.033 

0.012 

0.010 

0.013 

ライニング 

した水路 

鋼，塗装なし，平滑 

モルタル 

木，かんな仕上げ 

コンクリート，コテ仕上げ 

コンクリート，底面砂利 

石積み，モルタル目地 

空石積み 

アスファルト，平滑 

0.011 ～ 0.014 

0.011 ～ 0.015 

0.012 ～ 0.018 

0.011 ～ 0.015 

0.015 ～ 0.020 

0.017 ～ 0.030 

0.023 ～ 0.035 

0.013 

0.012 

0.013 

0.015 

0.015 

0.017 

0.025 

0.032 

0.013 

ライニング 

なし水路 

土，直線，等断面水路 

土，直線水路，雑草あり 

砂利，直線水路 

岩盤直線水路 

0.016 ～ 0.025 

0.022 ～ 0.033 

0.022 ～ 0.030 

0.025 ～ 0.040 

0.022 

0.027 

0.025 

0.035 

自然水路 
整正断面水路 

非常に不整正な断面，雑草，立木多し 

0.025 ～ 0.033 

0.075 ～ 0.150 

0.030 

0.100 

※道路土工要綱 平成21年度版（日本道路協会）より引用 

 

５ 雨水のほか、土砂の流入が見込まれる場合又は排水施設の設置箇所からみて、いっ水による影響が

大きい場合にあっては、排水施設の断面は必要に応じて１項の規定よりも一定程度大きく定められて

いること。 

６ 洪水調整池の下流に位置する排水施設については、洪水調整池からの許容放流量_解）を安全に流下

させることができる断面とすること。 

７ 排水施設の構造等は、次の各号によるものであること。 

一 排水施設は、立地条件等を勘案して、その目的及び必要性に応じた堅固で耐久性を有する構造

であり、漏水が最小限度となるよう措置されていること。 

二 排水施設のうち暗渠である構造の部分には、維持管理上必要なます
．．

又はマンホールの設置等の措

置が講じられていること。 

三 放流によって地盤が洗掘されるおそれがある場合には、水たたきの設置その他の措置が適切に講

じられていること。 

四 排水施設は、排水量が少なく土砂の流出又は崩壊を発生させるおそれがない場合を除き、排水を

河川等又は他の排水施設等まで導くように計画されていること。 

この場合、当該河川等又は当該施設の管理者の同意を得ているものであること。特に、他の排水

施設等を経由して河川等に排水を導く場合には、当該施設の管理者の同意に加え、当該施設が接続
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する下流の河川等において安全に流下できるよう、併せて当該河川等の管理者の同意を得ているも

のであること。 

 

【参考】排水施設の通水(流水)断面積及び径深 

 

※令和４年版林道必携 － 技術編（日本林道協会）より引用 

 

（５）洪水調整池関係（災害の防止） 

１ 洪水調整池等を設置する場合は、排水放流先の河川等の管理者と協議し、その指示に従うこと。 

２ 洪水調整池の設置については、次の各号によるものであること。 

一 洪水調整池の設置は、原則として事業区域内に計画すること。 

二 洪水調整池を設置し、河川に排水する場合には、あらかじめ河川管理者の同意を得ていること。 

３ 洪水調整池の容量については、次の各号によるものであること。 

一 洪水調節容量_解）は、下流における流下能力を考慮の上、３０年確率で想定される雨量強度にお

ける開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピーク流量以下にまで調節できるものであること

を基本とする。 

ただし、排水を導く河川等の管理者との協議において必要と認められる場合には、５０年確率で

想定される雨量強度における開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピーク流量以下までに調
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節できるものとすることができる。 

  二 ３項の一号に規定する「下流における流下能力を考慮の上」とは、開発行為の施行前において既

に３年確率で想定される雨量強度におけるピーク流量が下流における流下能力を超えるか否かを

調査の上、必要があれば、この流下能力を超える流量も調節できる容量とすることをいう。 

  三 洪水調整池の洪水調節容量の計算については、第３「水害の防止に関する基準」の（１）の２項

の二号によるものであること。 

  四 洪水調整池の必要容量は、当該調整池に流入する土砂の堆砂量を見込んだ容量とすること。 

開発行為の施行期間中における洪水調整池の堆砂量を見込む場合は、開発区域１ｈａ当たり１年

間に、特に目立った表面侵食のおそれが見られないときには２００ｍ3、脆弱な土壌で全面的に侵

食のおそれが高いときには６００ｍ3、それ以外のときには４００ｍ3とするなど、流域の地形、地

質、土地利用の状況、気象等に応じて必要な堆砂量とすること。（表－６の値を標準とする） 

４ 洪水調整池の設計については、第３「水害の防止に関する基準」の（１）の５項によるものである

こと。 

５ 余水吐_解）（洪水吐_解））の能力は、コンクリートダムにあっては２００年確率で想定される雨量強

度におけるピーク流量の１．２倍以上、フィルダムにあってはコンクリートダムの余水吐の能力の１．

２倍以上のものであること。 

ただし、２００年確率で想定される雨量強度を用いることが計算技法上不適当であると認められる

場合には、当分の間、１００年確率で想定される雨量強度の１．２倍を用いることができる。 

 一 余水吐の設計については、第３「水害の防止に関する基準」の（１）の６項の一号から三号によ

るものであること。 

６ 洪水調節の方式は、原則として自然放流方式_解）であること。やむを得ず浸透型施設として整備す

る場合については、尾根部や現地形が傾斜地である箇所、地すべり地形である箇所並びに盛土を行っ

た箇所等浸透した雨水が土砂の流出・崩壊を助長するおそれがある箇所には設置しないこと。 

７ 洪水調整池の放流施設（放流管等）については、第３「水害の防止に関する基準」の（１）の８項

によるものであること。 

８ 洪水調整池の余裕高については、第３「水害の防止に関する基準」の（１）の９項によるものであ

ること。 

 

（６）その他 

１ 用水路等を経由して河川等に排水を導く場合であって、洪水調節池を設置するよりも用水路等の断

面を拡大することが効率的なときには、当該用水路等の管理者の同意を得た上で、開発者の負担で用

水路等の断面を大きくすることをもって洪水調節池の設置に代えることができる。 

２ 飛砂、落石、なだれ等の災害が発生するおそれがある場合には、静砂垣、落石又はなだれ防止柵の

設置その他の措置が適切に講じられることが明らかであること。 

 ３ 排水施設の断面、洪水調節容量及び余水吐の能力の設計に適用する雨量強度については、（４）排

水施設関係の１項、（５）洪水調整池関係（災害の防止）の３項及び５項の規定によるほか、開発行

為を行う流域の河川整備基本方針において、降雨量の設定に当たって、気候変動を踏まえた降雨量変

化倍率を採用している場合には、適用する雨量強度に当該降雨量変化倍率を用いることができる。 

４ 開発行為の施行に当たって、災害の防止のために必要なえん堤、排水施設、洪水調整池等について

仮設の防災施設を設置する場合は、全体の施行工程において具体的な箇所及び施行時期を明らかにす

るとともに、仮設の防災施設の設計は本設のものに準じて行うこと。 

５ 開発行為の完了後においても、整備した排水施設、洪水調整池等が十分に機能を発揮できるよう土
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砂の撤去や豪雨時の巡視等の完了後の維持管理方法について明らかにすること。 

６ 第３「水害の防止に関する基準」の（１）の規定に基づく洪水調節池等の設置を併せて行う必要が

ある場合、同時にそれぞれの技術的細則を満たすよう設置すること。 

７ えん堤等の構造については、第２「災害の防止に関する基準」の（３）の規定によるものであるこ

と。 

８ 洪水調整池に関する技術的な基準については、本手引によるほか、次の基準によるものとする。 

  一 防災調整池等技術基準(案)解説と設計実例 （公益社団法人 日本河川協会） 

 

第３ 水害の防止に関する基準 

（１）洪水調整池関係（水害の防止） 

１ 洪水調整池等の設置については、第２「災害の防止に関する基準」の（５）の１項及び２項による

ものであること。 

２ 洪水調整池の容量については、次の各号によるものであること。 

一 洪水調節容量は、当該開発行為をする森林の下流において当該開発行為に伴いピーク流量が増加

することにより、当該下流においてピーク流量を安全に流下させることができない地点が生ずる場

合には、当該地点での３０年確率で想定される雨量強度及び当該地点において安全に流下させるこ

とができるピーク流量に対応する雨量強度における開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピ

ーク流量以下までに調節できるものであること。 

ただし、排水を導く河川等の管理者との協議において必要と認められる場合には、５０年確率で

想定される雨量強度における開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピーク流量以下にまで調

節できるものであること。 

また、開発行為の施行期間中における洪水調節池の堆砂量を見込む場合にあっては、第２「災

害の防止に関する基準」の（５）の３項の四号によるものであること。 

なお、安全に流下させることができない地点が生じない場合には、第２「災害の防止に関する基

準」の（５）の３項の規定によるものであること。 

二 洪水調整池の洪水調節容量の計算は、厳密計算法_解）により行うことを標準とし、それにより難

い場合は、簡便法_解）、その他の適切な方法で行うこととする。また、厳密計算法を採用した場合

については、中央集中型と後方集中型の降雨波形による計算結果の比較を行うこと。 

なお、河川等管理者からの指示があった場合は、厳密計算法と簡便法での比較検討を行い、容量

の大きい物を採用すること。ただし、簡便法については、下流河川等の最小比流量が５ｍ3／sec／

Ｋ㎡（＝０．０５ｍ3／sec／ha）程度を上回る場合は、厳密計算法の値に比べて小さくなる場合が

あることに留意すること。 

３ 当該開発行為に伴いピーク流量が増加するか否かの判断は、当該下流のうち当該開発行為に伴うピ

ーク流量の増加率が原則として１％以上の範囲内とし、２項の一号に規定する「ピーク流量を安全に

流下させることができない地点」とは、当該開発行為をする森林の下流の流下能力からして、３０年

確率（排水を導く河川等の管理者との協議において必要と認められる場合には５０年確率）で想定さ

れる雨量強度におけるピーク流量を流下させることができない地点のうち、原則として、当該開発行

為による影響を最も強く受ける地点（ネック箇所_解））とする。 

当該ピーク流量は、次式により算出する。 

Ｑｉ＝ １／３６０ × ｆｉ × ｒ30 × Ａｉ 

ｆｉ：ｉ地点の集水区域内の開発前若しくは開発中及び開発後の流出係数 

ｒ30：ｉ地点での３０年確率で想定される雨量強度（㎜／hr） 
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Ａｉ：ｉ地点の集水面積（ha） 

４ 洪水調整池の設置の必要性の検討は、次の各号によるものであること。 

一 開発行為をする森林の下流において、流域調査を行い、河川等の流下能力が低いと判断される地

点（狭小部）及び河川等管理者の指示があった場合の箇所を検討地点として選出する。 

下流河川等の狭小部の流下能力は、次式により算出する。 

Ｑ＝ ｖ × ａ 

Ｑ：下流河川等の流下能力（ｍ3／sec） 

ｖ：  〃  の流速（ｍ／sec）※マニング式による 

ａ：  〃  の断面（㎡） 

二 流域調査等の結果より河川等の管理区分、流下能力検討各地点（番号）の位置、各地点の流域界、

ネック箇所の位置等を記入した流域現況図_解）を作成する。 

三 検討地点の選出、現況流下能力_解）の決定及びネック箇所の決定に際しては、当該河川等の管理

者と協議を行い、その同意を得ること。 

四 検討地点において、当該開発行為に伴い増加する３０年確率で想定される雨量強度におけるピー

ク流量を安全に流下させることができるか否かにより、水害の発生のおそれがある地点を選定する

こととし、次のア、イの双方に該当する箇所を水害の発生のおそれがある地点として選定する。 

ア 検討地点における開発前（Ｑ30）と開発後（Ｑ’30）の３０年確率で想定される雨量強度におけ

るピーク流量の増加率が１％以上となる地点。 

ただし、県管理河川については、最小限度として、法河川_解）を含んで放流地点の下流２㎞を

原則とし、その他の河川等については、当該河川等管理者の協議により選定するものとする。 

① 増加率が１％未満であっても、当該河川等の管理者が安全に流下させることができないとの

判断を示した場合は、その地点を検討地点として選出する。 

② ４項の一号において選出した最下流の検討地点で、増加率がまだ１％以上となる場合には、

さらに下流に検討地点を選出し、増加率が１％未満になる地点が出現するまで範囲を拡大して

検討を行う。 

 Ｑ’30÷Ｑ30 ≧ 1.010 

イ 検討地点における河川等の現況流下能力（Ｑｐｃ：安全に流下させることができるピーク流量）

が開発後の３０年確率で想定される雨量強度におけるピーク流量（Ｑ’30） を流下させることが

できない地点。 

① 現況流下能力は、原則として河川等管理者が機能管理している当該河川等の断面の設計基準

による流下能力（Ｑｐｃ）とし、その基準がない場合は、河川等管理者との協議により決定す

るものとする。 

 Ｑ’30＞Ｑｐｃ又はＱ 
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五 ４項の四号により、水害の発生のおそれがある地点として選定された地点の比流量_解）が最小と

なる地点を「ネック箇所」として決定する。なお、水害の発生のおそれがある地点が生じず、河川

等管理者からの指示等がない場合には、水害の防止に関する洪水調整池の設置は不要となる。 

５ 洪水調整池の設計については、次の各号によるものであること。 

  一 決定されたネック箇所（Ｚ地点）の現況流下能力より、洪水調整池からの許容放流量（ｑｐｃ）

を次式にて算出する。なお、開発区域外への直接流出量_解）がある場合は、その直接流出量を差し

引くものとする。 

ｑｐｃ＝ Ｑｚ ×（ａ × ｆ）／（Ａｚ × Ｆｚ）－ 直接流出量 

 

 

ｑｐｃ：Ｚ地点における許容放流量（ｍ3／sec） 

Ｑｚ ：Ｚ地点での河川等の現況流下能力（Ｑｐｃ又はＱ） 

ａ  ：洪水調整池の集水区域の面積（ha） 

ｆ  ：  〃  の開発前の流出係数 

Ａｚ ：Ｚ地点の集水区域の面積（ha） 

Ｆｚ ： 〃 の開発前の流出係数 

二 許容放流量に対応する雨量強度は、次式により算出すること。 

ｒｃ＝ ｑｐｃ × ３６０／（ｆ × Ａ） 

ｒｃ ：許容放流量に対応する雨量強度（㎜／hr） 

ｑｐｃ：調整池の許容放流量（ｍ3／sec） 

ｆ  ：開発後のＡの流出係数 

Ａ  ：調整池の集水区域面積（ha） 

三 オリフィス_解）は、計画堆砂位（堆砂面）以上にあり、洪水流入時には貯水位の低い時点から十

分な放流機能を持ち、設計洪水流入時の最高水位において許容放流量以上の流量が流入しない構造

とする。 

オリフィスの断面積は、次式により算出することができる。 

Ｓ＝ Ｑｐｃ／（Ｃ ×  ２ × ｇ × Ｈ） 

Ｓ  ：オリフィスの断面積（㎡） 

Ｑｐｃ：許容放流量（ｍ3／sec） 

Ｃ  ：流量係数_解）（ベルマウスなし）0.60、（ベルマウスあり）0.85～0.90 

※ベルマウス（釣鐘状の管路流入形状） 

ｇ  ：重力加速度（9.8ｍ／sec2） 

Ｈ  ：調節有効水深（ｍ）※呑み口中心を基準面とする設計水頭との標高差 
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図６ 調整池の構造（えん堤方式の場合） 

 

 

図７ 調整池の構造（排水塔_解）方式の場合） 

 

 

６ 余水吐（洪水吐）の能力は、第２「災害の防止に関する基準」の（５）の５項によるものであるこ

ととし、余水吐の設計については、次の各号によるものであること。 

一 １００年確率の洪水流量は、次式により算出すること。 

Ｑ100＝ １／３６０ × ｆ × ｒ100 × Ａ 

Ｑ100：１００年確率の洪水流量（ｍ3／sec） 

ｆ ：開発後の流出係数 

ｒ100：100年確率の雨量強度（㎜／hr） 

Ａ ：調整池の集水区域面積（ha） 

二 余水吐の設計上の洪水流量は、次式により算出すること。 

Ｑ’100＝ Ｃ’ × Ｑ100 

Ｑ’100：余水吐の設計上の洪水流量（ｍ3／sec） 

Ｃ’ ：１００年確率の安全率 コンクリートダムは 1.20 

フィルダムは 1.44（1.20の1.2倍） 
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２００年確率の安全率 コンクリートダムは 1.44（1.20の1.2倍） 

フィルダムは 1.73（1.44の1.2倍） 

三 余水吐の流量は、次式（縮流ぜきによる流量算定式）により算出すること。 

Ｑ’＝ ２／１５ × Ｃ ×  ２ｇ（３Ｂ１＋２Ｂ２）ｈ3/2 

Ｑ’：余水吐の流量（越流量）（ｍ3／sec） 

Ｃ ：流量係数（通常は0.6とする） 

ｇ ：重力加速度（9.8ｍ／sec2） 

ｈ ：越流水深（ｍ） 

Ｂ１ ：余水吐の下長（ｍ） 

Ｂ２ ：余水吐の上長（ｍ） 

ア 余水吐の断面が長方形の場合 Ｑ’＝1.77Ｂ１・ｈ3/2 

イ 余水吐の断面が台形の場合 

① 余水吐の側のり勾配が１：１．０のとき Ｑ’＝（1.77Ｂ１＋1.42ｈ）ｈ3/2 

② 余水吐の側のり勾配が１：０．５のとき Ｑ’＝（1.77Ｂ１＋0.71ｈ）ｈ3/2 

 

 

７ 洪水調節の方式は、第２「災害の防止に関する基準」の（５）の６項によるものであること。 

８ 洪水調整池の放流施設（放流管等）については、次の各号によるものであること。 

一 余水吐の流量を流下し得る規格・構造であること。 

二 流入部は、土砂が直接流入しない配置、構造とし、流木、塵芥等によって閉塞しないように考慮

すること。 

三 放流施設には、ゲートやバルブなどの水位及び流量を人為的に調節する装置を設けないこと。 

四 管路の流水断面積は、最大値が管路断面積の３／４以下となるように設計すること。 

五 粗度係数は経年変化を考慮し、コンクリート管路では０．０１５を用いること。 

Ｑ＝ ０．２６２／ｎ × Ｄ8/3 × Ｉ1/2 

Ｑ：流量（ｍ3／sec） 

ｎ：粗度係数 

Ｄ：管径（ｍ） 

Ｉ：管路勾配（‰／1000） 

六 管径は、完成後の維持管理を考慮し、最小６００㎜以上とすること。 

９ 洪水調整池の余裕高については、次の各号によるものであること。 

一 コンクリート等の構造物及び掘込式の場合にあっては、余水吐流量を流下させるに必要な水位よ

り０．６ｍ以上確保すること。 
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二 フィルダムにあっては、次式によること。（土地改良事業設計指針「ため池整備」より） 

０．０５ × Ｈ ＋ １．０  ※Ｈ：堤高（ｍ） 

 

（２）その他 

１ 第２「災害の防止に関する基準」の（５）の規定に基づく洪水調節池等の設置を併せて行う必要が

ある場合、同時にそれぞれの技術的細則を満たすよう設置すること。 

２ その他の事項については、第２「災害の防止に関する基準」の（６）の規定によるものであること。 
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第４ その他参考 
 

 保安林解除の事務手続きについては、本手引のほか、以下の通知等に基づきま

すので、振興局へ確認のうえ手続きを行ってください。 

 

①森林法に基づく保安林及び保安施設地区関係事務に係る処理基準について（平

成12年４月27日付け 12林野治大790号農林水産事務次官通知） 

 

②保安林及び保安施設地区の指定、解除等の取扱いについて（昭和45年６月２日

付け45林野治大921号林野庁長官通知） 

 

③保安林の指定の解除に係る事務手続について（令和３年６月30日付け３林整治

第478号林野庁長官通知） 

 

④保安林の指定解除事務等マニュアルについて（令和３年９月30日付け３林整治

大993号林野庁治山課長通知） 
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